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１．背景と目的 

 人口・産業の集中による都市化の過程で、多くの緑が都

市的土地利用に次々と転換されていき、残された自然や緑

も縮小・分断化、あるいは特定用途に機能化されており、

都市地域は多様な生物を維持するための生態的能力を著し

く零細化させている。その結果、次第に身近な生きものが

姿を消し、かろうじて都市に生存している種や個体群も、

その存続が脅かされる現状にある１）。一方で、平成 16 年

の社会資本の整備に関する世論調査での公園等の施設の不

満な点の原因の多くはアクセシビリティに基づくものであ

り、都市住民はより一層、動植物と接する機会を少なくさ

れている。そのような状況の中、現状の都市緑地政策にお

いては緑地面積率等の量的な評価指標しか存在していない。

人と自然が共生する都市づくりのためには「緑の量的拡

大」と同時に、緑の質と配置構造を強化・再編することが

求められており１）、本研究では生物の観点に基づく都市緑

地の効率的配置構造を都市的空間生態ポテンシャルと称し、

都市住民の都市緑地へのアクセシビリティを考慮すること

によって生物と人の観点から空間関係を考慮した評価を行

うことで、現状の都市緑地政策を明らかにすることを目的

とする。 

 

２．対象地域とデータおよび分析対象メッシュの定義 

対象地域は大阪市とし、24 区ごとの分析を行った。大阪

府は他県に比べ自然度比率が低く、その中でも特に大阪市

は都市化が進行しており、都市住民と緑地配置における緑

地政策の方向性に関する議論においては有用であると考え

る。データは国土地理院作成の細密数値情報(10ｍメッシ

ュ)の 1996 年のものを利用した。本研究では細密数値情報

(10ｍメッシュ)の土地利用分類での“山林・荒地等”、”

田”、”畑・その他の農地”、”公園・緑地等”の４つの土地利

用を総称して都市緑地と定義する。これはエコロジカルネ

ットワーク計画１)おいて「生きものの生息・生育空間とな

る緑」の対象として樹林地、農地、住宅の庭・生垣、水

面・水辺地、都市公園、公園に類似する施設(広場、グウン

ド、市民農園等)が挙げられていることから設定をしたもの 
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である。また同様に細密数値情報において”一般低層住宅

地”、”密集低層住宅地”、”中高層住宅地”の３つの土地利用

を総称して住居系と定義する。これはアクセシビリティを

地域の住民を対象にした住環境における視点で捉えたこと

により、設定したものである。 

     

３．分析手法 

 本研究における都市的空間生態ポテンシャルはDiamond

の生物生息空間確保の一般原則に基づくものである。その

原則はDiamondによれば、(a)生物生息空間はなるべく広い

方が良い、(b)同面積なら分割された状態よりもひとつの方

が良い、(c)分割する場合には、分散させない方が良い、(d)

線状に集合させるより、等間隔に集合させた方が良い、(e)

不連続な生物空間は生態的回廊で繋げた方が良い、(f)生物

空間の形態はできる限り丸い方が良い、の６つである。そ

こで本研究では都市的空間生態ポテンシャルを表す指標と

して、森林を対象に小林ら２)によって考案された次式を用

いる。 

（a）１階性集塊性指数 

∑ ≤≠=
j ijijji rDjiDPstAI ),(/1 2 ･･･････････････････(１) 

∈ji,  都市緑地メッシュ、 

ｒ：Ｐjの測定範囲 

Ｄij：メッシュiの中心とメッシュjの中心の距離 

ここでメッシュiは分析対象メッシュである。メッシュjが測

定対象メッシュとなり、メッシュjが都市緑地であればＰj＝

０となる。 

（ｂ）住居系アクセシビリティ 

次に人の観点による都市緑地へのアクセシビリティを算出

するために用いる住居系アクセシビリティ(RA )について 

述べる。 

∑ ≤≠=
j kjkjjk rDjkDPRA ),(/ 2 ･･････････････････(２)      

∈k 住居系メッシュ、   都市緑地メッシュ∈j

ｒ：Ｐjの測定範囲 

Ｄij：メッシュiの中心とメッシュjの中心の距離 
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ここで、 は分析対象とするメッシュkのRAの値で、 kRA
メッシュkが住居系メッシュでないとき となる。 kRA 0=

kRA は測定対象とするメッシュ jが都市緑地メッシュで 

あるときＰj とし都市緑地メッシュでないときはＰ1= j =  

0とする。 

（ｃ）統合型住居系アクセシビリティ 

次に生物と人の観点に基づいて都市緑地配置を評価する指

標として、式(１)と式(２)を統合し、統合型住居系アクセ

シビリティ( )を提案する。 IRA

∑ ≤≠=
j kjkjjk rDjkDstAIIRA ),(/1 2 ･･･････････････(３) 

住居系メッシュ∈k 、 都市緑地メッシュ ∈j

ｒ：1stAIjの測定範囲 

Ｄij：メッシュiの中心とメッシュjの中心の距離 
ここで、 は分析対象とするメッシュ k のIRAの値で、

メッシュ k が住居系メッシュであるとき を定義し、

住宅系メッシュでないときは定義しない。 

kIRA

kIRA

 

４．測定範囲と隣接区の考慮 

本研究において 、RA、IRA算出のための測定範囲

は 1000mとした。これは都市計画の原単位として既往の研

究

stAI1

２)において採用され、良好な結果が得られていることに

加え、 に関してはトンボの移動範囲が約 1000mstAI1 ３)で

あること、RA、IRAに関しては徒歩圏内に居住する者の

利用に供することを目的としている地区公園の誘致距離を

参考にして採用した。また対象区内の 、RA、IRA

を算出する際に隣接区からの影響も考慮して分析を行った。 

stAI1

 
５．結果 

本研究では都市域を対象として都市緑地の配置構造に着目

することで量的な評価指標では計ることの出来なかった視

点で都市緑地政策を評価することが出来た。以下に結論を

述べる。 

１） を区別に集計することにより都市的空間生態ポ

テンシャルを算出した。その結果として、中央区が2690 と

いう値を示し平均的な区の値より1789 大きい値となった。

これは大阪城公園が相当な面積で整備されているためであ

り、地域のエコロジカルネットワークを考えた場合に地域

の核としての大規模公園緑地がコアエリアとして扱われ、

多様な動植物の生息・生育基盤となるポテンシャルが高い

stAI1

１)という理論に整合する。また を都市緑地面積で除

した と都市緑地面積の関係により、大阪市緑の基

本計画による土地利用構想において同じ住宅地として指定

されている区において、生物観点による効率的な都市緑地

配置を表すことが出来た(図１)。 

stAI1
stAI1−s
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図１ 住宅地指定区による stAI1s− と都市緑地面積(100㎡) 

２）生物の観点による と人の観点によるRAを統合

することにより、生物と人の観点を踏まえた新たな都市緑

地配置指標 を提案し、分析を行った。IRAを住居系メ

ッシュ数で除した

stAI1

IRA

IRA−s の結果を示す(図２)。 
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図２ 大阪市区別の s-IRA 

都市的空間生態ポテンシャルは、大規模な都市緑地があ

り、また都市緑地同士の相互関係が良い都市緑地配置をし

ている。本研究では都市緑地を量的な基準と配置構造とい

う空間的な基準とで比較したところ、量的な整備に対応し

た効率的な都市緑地整備が行われていないということがわ

かった。そのため今後の都市緑地政策においては人と生物

の双方を加味した評価基準を設定し整備を行っていく必要

があるといえよう。 
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